
令和5年度桜ノ宮合同庁舎空調用自動
制御機器保守
（一式）

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
柏原　卓司

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和5年4月3日

ジョンソンコントロー
ルズ株式会社
法人番号
8011001046081

大阪府大阪
市阿倍野区
阿倍野筋１－
１－４３
あべのハルカ
ス２７階

会計法第29
条の3第4項
（その他）

桜ノ宮合同庁舎に設置している空調用自動
制御機器はジョンソンコントロールズ株式会
社製の中央監視システムが導入されており、
保守点検はジョンソンコントロールズ社のみ
所有している専用機器を用いなければ点検
ができないため。

- 1,302,950 - - - - - - - -

別保公務員宿舎通路敷貸借契約
（227.37㎡）

分任支出負担行為担当
官
滋賀森林管理署長
元山　英樹

滋賀県大津
市瀬田3-40-
18

令和5年4月3日
個人情報非公表
法人番号－

個人情報非
公表

会計法第29
条の3第4項
（賃貸借契
約）

滋賀森林管理署公務員宿舎通路用地と
して当該地以外に場所がなく、借受相手
方が限定される賃貸借契約であるため。

- 960,000 - - - - - - - -

鳥取森林管理署庁舎敷地公有財産賃
貸借契約
（一式）

分任支出負担行為担当
官
鳥取森林管理署長
片山　宏文

鳥取県鳥取
市吉方109

令和5年4月3日
鳥取県
法人番号
7000020310000

鳥取県鳥取
市東町1-220

会計法第29
条の3第4項
（賃貸借契
約）

当該場所でなければ行政事務を行うこと
が不可能であることから場所が限定さ
れ、供給者が一に特定される賃貸借契
約であるため。

- 1,108,213 - - - - - - - -

令和5年度自動車用燃料売買単価契
約
（ガソリン15,000ℓ）

分任支出負担行為担当
官
鳥取森林管理署長
片山　宏文

鳥取県鳥取
市吉方109

令和5年4月3日
鳥取県石油協同組合
法人番号
7270005003254

鳥取県米子
市両三柳328

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 2,557,500 - - - - - - - 単価契約

令和5年度自動車用燃料売買単価契
約
（ガソリン14,000ℓ）

分任支出負担行為担当
官
島根森林管理署長
髙木　敏

島根県松江
市向島町
134-10

令和5年4月3日
島根県石油協同組合
法人番号
5280005000260

島根県松江
市西嫁島3-
5-25

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 2,380,000 - - - - - - - 単価契約

国有林野の産物販売委託契約業務
(スギ1,580m3、ヒノキ2,350m3、その他）

分任支出負担行為担当
官
岡山森林管理署長
岩田　幸治

岡山県津山
市
小田中228-1

令和5年4月17日

岡山県森林組合連合
会新見支店
法人番号
9260005001991

岡山県新見
市下熊谷
2982

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- - 3,915,862 - - - - 37 0 - 単価契約

国有林野の産物販売委託契約業務
(スギ1,580m3、ヒノキ2,350m3、その他）

分任支出負担行為担当
官
岡山森林管理署長
岩田　幸治

岡山県津山
市
小田中228-1

令和5年4月17日

広島県森林組合連合
会三次木材共販所
法人番号
9240005001721

広島県三次
市西酒屋町
久々原11278

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- - 4,785,000 - - - - 37 0 - 単価契約

電子複写機賃貸借
（一式）

分任支出負担行為担当
官
三重森林管理署長
川戸　英騎

三重県亀山
市本町1-7-
13

令和5年4月26日

リコーリース株式会
社　中部支社
法人番号
7010601037788

愛知県名古
屋市西区牛
島町６番１号

予決令第99
条の2（不落・
不調随意契
約）

- - 1,298,000 - - - - 1 0 業務実績 -

令和５年度箕面国有林シカ捕獲等事業
委託

支出負担行為担当官
近畿中国森林管理局長
柏原　卓司

大阪府大阪
市北区天満
橋1-8-75

令和5年4月28日

公益社団法人大阪府
猟友会
法人番号
2120005003389

大阪府大阪
市中央区谷
町1-3-27

会計法第29
条の3第4項
（その他）

「第4期箕面市鳥獣被害防止計画」にお
いて、有害鳥獣の捕獲・処理を実施する
唯一の機関として、規定されているため。

- 7,183,000 - 公社 国認定 - - - - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

特別な競
争参加資
格
（※提案
者の数が
１の場合
の記載事
項）

備　　考

うち公
益社団
法人又
は公益
財団法
人（特
例社団
法人又
は特例
財団法
人を含
む。）

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属す
る部局の名称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

随意契約に
よることと
した会計法
令の根拠条
文（企画競
争等）

競争性のない随意契約によらざるを得
ない理由

予定価格 契約金額 国認
定、都
道府県
認定の
区分

落札率

公益法人の場合
再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

提案者
の数

名称 所在地 商号又は名称 住所
公益法
人の区

分


	物役（随契）

